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平成23年度 5 月補正予算案について

（臨時会提案分）

一 補正予算の概要

今回の補正予算は、「東日本大震災」に係る国の補正予算が去る5月2日に成立したこと等を踏まえ、生活再

建・産業復興対策として、被災者等の雇用対策に要する経費、被災漁業者の漁船取得等に対する助成に要する経

費及び青森県特別保証融資制度の実施に要する経費等について、それぞれ所要の予算措置を講ずることとした。

二 一般会計予算の規模

⑴ 平成23年度現計予算額 702,111,564 千円

⑵ 今回の補正予算額（補正第 1号） 17,680,583 千円

⑶ 平成23年度予算累計額 719,792,147 千円

⑷ 平成22年度同期予算額 692,300,000 千円

⑶
⑸ 対前年度同期比 ×100 104.0 ％

⑷

三 一般会計補正予算の歳入

今回の補正予算の主なる財源としては、歳出との関連において、国庫支出金69億337万円、繰入金65億1,452

万 3千円及び諸収入41億5,899万 4千円を計上したほか、普通交付税9,697万 3千円を計上した。

四 一般会計補正予算の歳出

今回の補正予算に計上した歳出の内容は、次のとおりである。



「東日本大震災」生活再建・産業復興対策関連経費

成 年度 補 算案 補 第 号 億平成23年度5月補正予算案（補正第1号） 187.8億円

歳出予算額 176.8億円
債務負担行為設定額 11.0億円

1 被災者生活再建・雇用対策 5,050百万円

(1) 災害弔慰金負担金 21百万円
・支給額 生計維持者500万円、その他250万円

(2) 緊急雇用創出対策事業費（震災対応分） 5,029百万円
・基金積立25億円、基金活用事業25億円（県分19億円、市町村分6億円）
・新規雇用創出人数 延べ1,000人

2 農林水産業再建・復興対策 8,385百万円

(1) 未来を拓くあおもり漁船漁業復興事業費補助 8,000百万円

・共同利用漁船等の取得等、定置網の整備に対する助成（補助率2/3)

(2) 農地・農業用施設等復旧費ほか 385百万円

・被災農地緊急除塩事業費 22百万円 ・被災農地緊急土壌分析事業費 7百万円

・被災園芸施設復旧等緊急支援事業費補助 238百万円

・木質資材等緊急活用事業費補助 18百万円

3 被災中小企業者経営再建対策 4,237百万円（債務負担 1,095百万円）

・県産材供給等緊急対策事業費補助 100百万円

(1) 青森県特別保証融資制度貸付金 4,151百万円
・災害復旧枠（無利子・保証料免除）融資枠拡充（40億円→100億円）
・貸付限度額引き上げ（1億円→2.8億円）
・貸付期間延長（10年（据置2年）→15年（据置3年））

(2) 被災中小企業経営再建特別対策事業費補助 40百万円（債務負担 491百万円）
(3) 青森県信用保証協会補助 46百万円（債務負担 604百万円）

4 青森県復興ビジョン策定費 3百万円

5 原子力安全対策検証委員会運営費 5百万円

【これまでの対応】

１．平成22年度2月補正予算（補正第9号） 5.6億円（3月14日議決）

生活再建・産業復興対策関連経費総額（平成23年度5月補正予算までの累計） 361.1億円

（歳出予算額 331.4億円 債務負担行為設定額（平成24年度以降分） 29.7億円）

（債務負担行為設定額 0.6億円）

２．平成23年度当初予算 41.2億円（3月18日議決）

被害状況調査後に補正予定

３．平成22年度補正予算（専決第2号） 1.7億円（3月23日専決）

（債務負担行為設定額 5.7億円）

４ 平成23年度補正予算（専決第1号） 102 3億円（3月23日専決）４．平成23年度補正予算（専決第1号） 102.3億円（3月23日専決）

（債務負担行為設定額 2.0億円）

５．平成23年度補正予算（専決第2号） 3.8億円（4月 4日専決）

（債務負担行為設定額 16.3億円）
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（単位：千円）

区 分 事 業 費 説 明

東日本大震災生活再建・産業復興対策関連 17,680,583 今回の災害対策関連経費総額 18,775,229

経費 債務負担 ○歳出予算額 17,680,583

行為設定 ○債務負担行為設定額 1,094,646

額

1,094,646

総 務 部 青森県復興ビジョン策定費 3,450 本県の復興への中長期的な方向性を示すための青森

県復興ビジョンの策定に当たり、有識者や関係市町村

等の意見を反映させるための懇話会の開催等に要する

経費

企画政策部 原子力安全対策検証委員会運 4,883 本県に立地する原子力施設の安全対策について独自

営費 に検証するため、専門家による委員会を設置・運営す

るのに要する経費

健康福祉部 災害弔慰金負担金 20,625 災害により死亡した住民の遺族に対し市町村が行う

災害弔慰金の支給に要する経費に対する負担金

支給額（1人当たり）

5,000（生計維持者）

2,500（その他）

負担率 3/4（国2/4、県1/4）

商工労働部 青森県特別保証融資制度実施 4,237,099 被災中小企業者に対する金融の円滑化を図るための

費 債務負担 青森県特別保証融資制度の実施に要する経費

行為設定 （現計7,520,688 → 補正後11,757,787）

額 ○青森県特別保証融資制度貸付金 4,151,000

1,094,646 「平成23年東北地方太平洋沖地震中小企業災害

復旧枠」の拡充内容

融 資 枠 40億円→100億円

貸 付 期 間 10年以内（うち据置 2 年以内）

→15年以内（うち据置 3年以

内）

貸付限度額 1 億円→2.8億円

○東北地方太平洋沖地震被災中小企業経営再建特別

対策事業費補助 39,972

（債務負担行為設定額 490,892）
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区 分 事 業 費 説 明

補助金交付先 県内金融機関

対 象 事 業 者 主要な事業用資産の全壊、半

壊又は流失に係る市町村の罹

災証明を受けた中小企業者

利子補給率及び負担区分

基 準 貸 付 利 子 左の負担区分

県 市町村

金 利 金 利 補給率 (4/5) (1/5)

％ ％ ％ ％

0.8 無利子 0.8 0.64 0.16

○青森県信用保証協会補助 46,127

（債務負担行為設定額 603,754）

補助金交付先 県信用保証協会

補 助 率 「平成23年東北地方太平洋沖

地震中小企業災害復旧枠」の

保証料相当額の8/10（ほかに

市町村2/10）

緊急雇用創出対策事業費（震 5,029,046 震災により離職を余儀なくされた失業者等に対する

災対応分） 一時的な雇用・就業機会の創出を図るのに要する経費

新規雇用創出人数 延べ1,000人

○緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 2,514,523

○緊急雇用創出対策事業費 1,914,523

○緊急雇用創出対策事業費補助 600,000

農林水産部 被災農地緊急土壌分析事業費 7,320 津波により浸水した農地の土壌分析に要する経費

被災園芸施設復旧等緊急支援 238,160 津波により被害を受けた農業用施設の復旧、種苗購

事業費補助 入及び農業機械のリース等に要する経費に対する補助

補助金交付先 農協、営農集団等

補 助 率 1/2（国1/2）

木質資材等緊急活用事業費補 18,000 被災家屋等の木質資材の迅速かつ円滑な処理とリサ

助 イクルを行うため、木材破砕機を整備するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 森林組合

補 助 率 1/2（国1/2）
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区 分 事 業 費 説 明

県産材供給等緊急対策事業費 100,000 被災地域の工場に出荷していた県産原木を非被災地

補助 域の工場に振り替えて輸送するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 森林組合連合会等

補 助 率 定額（国10/10）

被災農地緊急除塩事業費 22,000 津波により浸水した農地の耕起・砕土、石灰の施用

等による除塩対策を行うのに要する経費

未来を拓くあおもり漁船漁業 8,000,000 被災した漁船、定置網の復旧を図るとともに、効率

復興事業費補助 的かつ収益性の高い経営体を育成するため、漁船の共

有化、協業化、操業の効率化等に向けた共同計画に基

づいて行う漁船の新規建造、中古船の取得等及び定置

網の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 漁協等

補 助 率 2/3（国1/3、県1/3）


